
第９期介護保険事業計画の進捗状況について 

 

１ 要介護（要支援）認定者数について 

要介護（要支援）認定者数は、令和７年３月 31 日現在 2,158 人（第２号被保険者を除く）

で、65 歳以上の高齢者に対する認定率は 16.0％となっています。今後は認定者数及び認定

率は、いわゆる“団塊の世代”が令和７年に 75歳以上となることから、増加傾向になると

推測されます。 

 

【要介護（要支援）認定者数及び認定率の推移】      （各年度末現在）（単位：人） 

要支援１ 100 98 95 103 120 118
要支援２ 256 54.6 255 55.9 255 57.4 285 58.2 264 57.3 280 57.6
要介護１ 392 % 411 % 435 % 459 % 438 % 407 %
要介護２ 427 430 459 440 443 437
要介護３ 393 374 339 380 382 366

要介護５ 246 233 227 219 213 202
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（R元年度～Ｒ６年度実績値） 
【第８～９期計画値との比較】 
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※実績値はゴシック体、計画値は明朝体で表記。 



 
平成 29 年度から介護予防・日常生活支援総合事業（いわゆる総合事業）が開始され、要

介護認定で非該当となっても基本チェックリストにより機能低下がみられる第１号被保険

者（事業対象者）は、総合事業訪問型や通所型サービス等のサービスを受けることが可能と

なりました。第８期計画期間中は 100 人前後での推移となり、９期計画期間中も同様と推測

しています。 

 

【事業対象者の推移】                      （各年度末現在） 

 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

事業対象者数 92 人 92 人 99 人 

 

 

２ 第９期計画中の介護サービスの利用量・給付費実績と特徴  
第９期計画初年度である令和６年度の保険給付費の実績は約 36億 7 千万円となり、計画

値より下回る結果となりました。新型コロナウイルス感染症が５類に移行した令和５年度

以降、保険給付費が上昇していること及び第９期計画における計画値の見直しにより、計画

値との差が縮小しています。 
 
【介護給付費の見込みと実績】 
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※特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費等を除く。 



第１号被保険者１人あたりの在宅サービスと施設及び居住系サービス給付月額について、

東根市と全国平均及び山形県平均を比べてみます。 
東根市は在宅系サービスが全国及び山形県より少なく、施設系及び居住系サービスが全

国より多く山形県より少ない状況です。これは、令和５年（2023 年）と同様の傾向となっ

ています。 
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和5,6年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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第１号被保険者１人あたり給付月額
（在宅サービス・施設および居住系サービス）（令和6年(2024年)）

 
                      （厚生労働省「見える化システム」より） 

  



令和５年度と比較し令和６年度では、地域密着型サービス、施設サービスが伸び、居宅サ

ービスは微減となりました。コロナ収束に伴い、地域密着型サービスの施設系サービスや施

設サービスへのニーズが回復してきたことが考えられます。居宅サービスについてもコロ

ナ収束前の令和４年度と比較すると上昇しており、令和５年度と同様のニーズがあったと

考えられます。 
居宅系、施設系サービスの増加が想定されるため、今後の動向を注視する必要があります。 
 

【保険給付費の計画値と実績】                    （単位：千円） 

 
  



３ 市内特別養護老人ホーム等待機者の現状について 

要介護３以上の市内待機者については、平成 27 年の 271 人をピークに迎えその後減少に

転じ、令和７年５月１日現在 120 人となっています。要介護３以上の認定者のうち、待機し

ている要介護３以上の認定者の割合（待機率）は、第８期中（令和３年～５年）では 20％を

切っており、令和 7年では 12.9％となっています。 

 


